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国内に拠点を有する43の機関投資家のサステナブル投資合計額は336兆396億2,000万円

そのうち、日本株への投資残高は127.9兆円

１．脱・低炭素化に向けた資金供給動向｜機関投資家によるサステナブルファイナンスの動向

（出所）JSIFサステナブル投資残高調査より作成

資産クラス 2017年 2018年 2019年

日本株 59,523,773 137,385,115 127,883,665

外国株 31,842,726 80,482,008 81,545,344

債券 18,301,518 28,891,704 146,178,377

PE 190,443 281,901 1,732,175

不動産 2,666,410 4,637,032 6,775,910

ローン 3,504,432 10,236,320 10,455,582

その他 4,759,604 4,718,818 6,321,161

合計（※） 136,595,941 231,952,250 336,039,620

図表１：資産クラスごとのサステナブル投資残高（百万円）

◼ 資産クラスごとの投資残高では、債券やPEでの伸びが著しくなっており、債券については、日本株を超えている

※資産クラスごとの合計は、アセットオーナーとインベストメントマネージャーでの重複等があり、サステナブル投資残高合計と一致しない
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政府の2019年度補正及び2020年度予算のうち、気候変動関連の予算は8,168億円

その半数以上が2030年までに削減効果がある施策に使用されている

１．脱・低炭素化に向けた資金供給動向｜政府の気候変動関連予算

◼ 集計においては、「A. 2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの」、「B. 2030年以降に温室効果ガスの削減に効果がある

もの」、「C. その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの」、「D. 基盤的施策など」と４つに分類されている

◼ そのうち、 「A. 2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの」が4,653.5億円を占めている

◼ 部門ごとでは、エネルギー転換部門、業務その他部門、森林等吸収源対策、バイオマス等の活用の金額が大きくなっている

分類 金額

A 2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの 4,653.5億円

B 2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの 587.5億円

C その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの 2,543億円

D 基盤的施策など 384億円

図表７：地球温暖化関係予算案の内訳 図表８：部門ごとの予算額（億円）

（出所）環境省ウェブサイト及び2019年度補正予算等よりNRI作成

部門 金額

科学的知見の充実のための対策・施策 210

持続可能な社会を目指した低炭素社会の姿の提示 227

エネルギー転換部門の取組 1448

産業部門（製造事業者等）の取組 788

業務その他部門の取組 1736

運輸部門の取組 561

家庭部門の取組 174

横断的施策 494

公的機関における取組 63

森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用 2210

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス の排出削減対策 26

国際的な地球温暖化対策への貢献 231
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環境・エネルギー分野向けの研究開発費のうち、企業分（全体の約78％）では、輸送用機

械器具製造業が約8,670億円を占める

２．環境イノベーションの創出に向けた資金供給動向｜研究開発費（業種別）

（出所）科学技術研究調査2019より作成

◼ 産業別の環境・エネルギー分野向け研究開発費のうち、企業分の約半数にあたる8,670億円程度を輸送用機械器具製造業が占

めている。

◼ その他学術研究、専門・技術サービス業、電気機械器具製造業で1,000億円をこえる研究開発費が本分野に供給されている。

生産用機械器具製造業

はん用機械器具製造業

学術研究 ,専門・技術サービス業（※）

輸送用機械器具製造業

電気機械器具製造業

その他

電気･ガス･熱供給･水道業

化学工業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

窯業・土石製品製造業

石油製品･石炭製品製造業

8,669

465

3,649

1,588

1,296

611

483

396

292

241

238

図表14：国内産業別の環境・エネルギー分野の研究開発費用（億円）

※学術研究,専門・技術サービス業では、主に、学術・開発研究機関から支出された環境・エネルギー関連の研究開発費用と想定
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環境エネルギー分野における研究開発費は、「自動車・同附属製品製造業」が環境分野、エ

ネルギー分野ともに最多

２．環境イノベーションの創出に向けた資金供給動向｜ 研究開発（産業分野のみ）：絶対額

◼ 「自動車・同附属製品製造業」に学術研究、専門・技術サービス業界が次ぐ。電気業はトップ10には入るがガス業は圏外。また、そのほか多排出産業であ

る鉄鋼、化学、紙パルプ、石油製品・石炭製品製造業のうち、環境エネルギー分野のトップ10に入るのは化学工業と石油製品・石炭製品製造業のみで

あり、エネルギー分野で非鉄金属製造業がランクインする。

843,162

364,875

158,783

61,143

48,258

39,591

29,243

27,672

24,140

23,817

自動車・同附属品製造業

学術研究 ,専門・技術サービス業

電気機械器具製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

化学工業

電気業

窯業・土石製品製造業

石油製品･石炭製品製造業

516,982

246,897

122,280

27,406

19,293

15,832

15,050

14,565

14,520

12,006

生産用機械器具製造業

建設業

電気機械器具製造業

学術研究 ,専門・技術サービス業

自動車・同附属品製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

化学工業

はん用機械器具製造業

窯業・土石製品製造業

石油製品･石炭製品製造業

326,180

117,978

46,093

36,503

25,609

20,852

20,298

16,263

13,411

11,881

学術研究 ,専門・技術サービス業

はん用機械器具製造業

自動車・同附属品製造業

生産用機械器具製造業

繊維工業

電気機械器具製造業

電気業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

非鉄金属製造業

化学工業

図表15：環境エネルギー研究開発費（100万円｜2018 ） 図表16：環境研究開発費 図表17：エネルギー研究開発費

Source:科学技術研究調査2019より作成
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電気業が約8割を占めているが特徴的なのは、自動車に加え、航空機及び船舶もトップ10に

入っており、輸送関連産業での環境エネルギー研究開発費の集約度が高いことが分かる

２．環境イノベーションの創出に向けた資金供給動向｜ 研究開発（産業分野のみ）：対R&D

0.808

0.538

0.467

0.415

0.413

0.289

0.190

0.180

0.158

0.151

航空機・同附属品製造業

鉱業，採石業，砂利採取業

電気業

はん用機械器具製造業

学術研究 ,専門・技術サービス業

石油製品･石炭製品製造業

船舶製造・修理業,船用機関製造業

自動車・同附属品製造業

建設業

窯業・土石製品製造業

0.279

0.271

0.186

0.177

0.167

0.098

0.097

0.091

0.060

0.054

学術研究 ,専門・技術サービス業

石油製品･石炭製品製造業

自動車・同附属品製造業

鉱業，採石業，砂利採取業

窯業・土石製品製造業

電気機械器具製造業

建設業

船舶製造・修理業,船用機関製造業

繊維工業

電気業

0.748

0.300

0.267

0.229

0.140

0.136

0.133

0.112

0.110

0.065

非鉄金属製造業

鉱業，採石業，砂利採取業

自動車・同附属品製造業

航空機・同附属品製造業

電気業

船舶製造・修理業,船用機関製造業

学術研究 ,専門・技術サービス業

石油製品･石炭製品製造業

はん用機械器具製造業

繊維工業

図表20：環境エネルギー研究開発費対R&D比（2018） 図表21：環境研究開発費対R&D比 図表22：エネルギー研究開発費対R&D比

◼ 自動車産業だけでなく、燃料の低炭素化が求められている航空分野や船舶分野においても環境・エネルギー分野の研究開発費が合計の研究開発費に

占める割合が高くなっている。一方で鉄鋼業や化学工業等ではその割合が高くない

Source:科学技術研究調査2019より作成
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対GDP比においても「自動車・同附属製品製造業」を含む輸送用機械器具製造業がトップ

である

２．環境イノベーションの創出に向けた資金供給動向｜ 研究開発（産業分野のみ）：対GDP

0.048

0.017

0.015

0.009

0.008

0.005

0.005

0.005

0.004

0.003

鉱業，採石業，砂利採取業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

窯業・土石製品製造業

石油製品･石炭製品製造業

繊維工業

学術研究 ,専門・技術サービス業

情報通信機械器具製造業

電気業

鉄鋼業・非鉄金属

0.029

0.008

0.006

0.006

0.005

0.003

0.002

0.002

0.001

0.001

輸送用機械器具製造業

繊維工業

窯業・土石製品製造業

学術研究 ,専門・技術サービス業

電気機械器具製造業

石油製品･石炭製品製造業

鉱業，採石業，砂利採取業

はん用機械器具製造業

化学工業・医薬品製造業

情報通信機械器具製造業

0.019

0.009

0.009

0.004

0.003

0.003

0.003

0.003

0.003

0.002

繊維工業

学術研究 ,専門・技術サービス業

輸送用機械器具製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

電気業

鉱業，採石業，砂利採取業

窯業・土石製品製造業

石油製品･石炭製品製造業

鉄鋼業・非鉄金属

図表24：環境エネルギー研究開発費対GDP比（2018） 図表25：環境研究開発費対GDP比 図表26：エネルギー研究開発費対GDP比

◼ 多排出産業のうち、対GDP比でトップ10に入るのは、石油製品・石炭製品製造業（6位）、電気業（9位）、鉄鋼業・非鉄金属（10位）である。なお、

電気業、鉄鋼業・非鉄金属はエネルギー分野における研究開発費が対GDP比で高い割合を占める

※：産業分野は内閣府国民経済計算に合わせて、研究開発費の産業分類を修正
Source:内閣府国民経済計算2019及び、科学技術研究調査2019より作成
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【参考】GPIFのオルタナティブ資産

２．環境イノベーションの創出に向けた資金供給動向｜資金供給者（アセットオーナー｜GPIF）

インフラ投資 PE投資

◼ インフラ投資は、当局に

よる規制環境等が確立

されており、長期契約に

基づく安定した利用料

収入等が期待される「コ

ア型」資産を主な投資

対象としている

例）豪州 鉄道事業

日本 太陽光発電

◼ 国別では、イギリスの割

合が多く、33％を占め

ており、その他アメリカ１

７％、オーストラリア１

３％などとなっています。

◼ PEファンドには、ベンチャー

企業への投資を行うもの

の他、事業拡大期の成

長資金を供給するもの、

経営不振企業のリストラ

クチャリング等を行うもの

などがある

◼ 業種別では、一般消費

財やヘルスケア、生活必

需品が多く、エネルギーは

１％に留まる

◼ 対象地域は、中国やイ

ンド、その他アジア域で

55％程度を占めている

◼ 加えて、中東・アフリカ

域も24％を占めており、

幅広く新興国に分散投

資している

Source : GPIF 2019年度業務概況書より作成

図表30：インフラ投資の対象資産

図表31：インフラ投資の対象国

図表32：PE投資の対象分野

図表33：PE投資の対象国
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PFAでは、オルタナティブ資産への投資としてPE投資を積極的に実施。2019年3月末の投資

残高は4,706億円にのぼり、そのうちベンチャー企業向けの投資残高は約518億円

２．環境イノベーションの創出に向けた資金供給動向｜資金供給者（アセットオーナー｜PFA）

◼ 企業年金連合会（PFA）の基本年金等の運用基本方針では、プライベート・エクイ

ティ投資（PE投資）は4％目途で運用を行うとされている

◼ PFAの2019年3月末のPE投資残高は4,706億円に上る。そのうち、ベンチャーへの投資

残高は11％（74％をバイアウト）が占める。

◼ なお、方針としてはバイアウト（含むグロース）が70～90％、ベンチャー（含むグロー

ス）が10～20％となるようにポートフォリオを構築するとしている。

オルタナティブ投資概要

Source : 2018年度 企業年金連合会 年金資産運用状況説明書より作成

図表34：コミットメント額の推移

図表35：PE投資の対象業種 図表36：PE投資の対象国
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世界でも環境規制が重要な要素となっている運輸関連産業に所属している企業では、特許

全体に占めるグリーン技術の割合が高くなっている

３．世界の環境関連の研究開発動向｜研究開発（世界全体）

◼ 各産業の特許のうち、グリーン技術を対象にした特許の割合を各産業別に見ていくと、航空宇宙＆防衛（23.2%）、自動車

（20.1％）と割合が高くなっている

Note: Share (central panel) and number of green patents (other panels) by industry (ICB) and environmental technology (CPC), 2012-2015. Caption: CCS = “Carbon Capture and
Storage”, ICT = “Information and Communication Technologies” CCAT = “Climate Change Adaptation Technologies”, ICB = “Industry Classification Benchmark”.
Source: The 2019 EU Industrial R&D Investment Scoreboard, European Commission, JRC/DG RTD. 

図表40：業界別のグリーン技術の内訳及びグリーン技術の集約度（2012-2015）
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Green Patentにおいては、日本企業がトップ25では最多

３．世界の環境関連の研究開発動向｜研究開発（企業単位）

◼ 企業単位でも、業界レベルでも同様に自動車及び輸送業界が上位を占めている。その他情報通信製造業に属する企業も目立つ。

Source: The 2019 EU Industrial R&D Investment Scoreboard, European Commission, JRC/DG RTD. 

図表41：企業別のグリーン関連の研究開発動向（2012-2015）
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世界でもグリーン技術の特許数に関して、国別では日本が30.9％と最多、業界別では輸送

業界が38.1％が最多となっている

３．世界の環境関連の研究開発動向｜特許数

◼ 研究開発費世界トップ2,500企業を対象とした特許分析において、国別のグリーン技術の特許数（下図（b））では、日本企業

が最多30.9％。業界別では輸送（自動車、航空機等）分野（下図（a）） が最多となっている

図表42：分野別グリーン技術特許数（左）及び国別グリーン特許数の割合（右）

Source: The 2019 EU Industrial R&D Investment Scoreboard, European Commission, JRC/DG RTD. 
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消費ベース及び生産ベースのCO2排出量（2015年）上位15か国の比較

６．各国の生産ベース・消費ベースの排出量に関する調査

7,978

5,795

3,964

1,919

1,361

1,168

853

595

585

576

548

485

485

475

445

ドイツ

米国

中国

インド

インドネシア

EU（28か国）

サウジアラビア

日本

ロシア

韓国

英国

カナダ

メキシコ

ブラジル

フランス

図表112：消費ベースのCO2排出量（Mt CO2）

9,281

5,020

3,458

2,043

1,488

1,202

766

632

556

541

479

461

453

431

415

韓国

EU（28か国）

メキシコ

米国

中国

ロシア

インド

日本

ドイツ

カナダ

サウジアラビア

インドネシア

ブラジル

英国

南アフリカ

図表113：生産ベースのCO2排出量（Mt CO2）

（出典）OECDデータベースより作成
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消費に伴う海外でのCO2排出量と海外消費向けの生産に伴うCO2排出量（2015年）

６．各国の生産ベース・消費ベースの排出量に関する調査
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図表116：貿易に体化されたCO2排出量（Mt CO2）

６．各国の生産ベース・消費ベースの排出量に関する調査
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